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所管事務調査報告書（総務委員会） 

 

 

調査委員 

委 員 長       播 磨 和 宏 

副委員長       今   識 史 

委  員       岡 坂 忠 志 

委  員       菊 地 ル ツ 

委  員       大竹口 武 光 

委  員       西 本 嘉 伸 

委  員       石 井 宏 治 

同  行 

総務部総務室長・危機対策室長 

    松 原 浩 司 

議会事務局総務課議事係主任補 

髙 木   心 

 

総務委員会委員は、所管事務に関する調査のため、令和６年11月12日から11月15日までの４

日間において、呉市（11月13日）、高松市（11月14日）、松山市（11月14日）、大洲市（11月

15日）を訪問し、本委員会の所管事務中、重要政策の企画及び総合計画に関する事項、総合的

な行政の推進に関する事項、危機対策に関する事項、情報に関する事項に関し、訪問先におい

て説明聴取、質疑応答及び資料収集を行った。 

なお、収集した資料については、議会事務局図書室において保管している。 

以下、訪問順にその概要を報告する。 
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調査項目① 企業版ふるさと納税の活用について 
調査先：呉市 

 

調査日時等 

日時：令和６年11月13日（水） ９：30 ～ 11：00  

場所：呉市議会 

説明：企画部企画課 

課長   山本 賢一 氏 

    都市部呉駅周辺事業推進室 

     課長補佐 埴生  和 氏 

 

調査概要 

１ 調査対象事業の概要と調査目的 

呉市は、平成 30 年７月豪雨災害からの復旧・復興に向けて、企業版ふるさと納税による

寄附金を活用し、臨時航路や臨時スクールバスの運行、災害救助法の適用対象外となる被

災者への借上げ住宅の提供といった住まいと暮らしの再建に向けた取組みや観光施設のブ

ラッシュアップ、復興イベントの開催等の観光客を呼び戻すための取組みを実施した。 

こうした取組みを、今後の防災・減災に関する議論の参考とするため調査を行った。 

 

２ 企業版ふるさと納税活用の目的と実施体制 

 ・ 民間資金の活用や官民協働による地方創生の推進を目的として、平成28年の企業版ふ

るさと納税制度創設時から活用を開始 

 ・ 企画課が主管課として運営（※呉駅周辺事業に関係することは呉駅周辺事業推進室が

担当） 

 

３ 寄附を促すための工夫 

 ・ 市ホームページでの広報に加え、市内企業に対して法人市民税の通知のタイミングと

同時に制度の説明や寄附の案内を実施 

 ・ 令和５年度からは、呉駅周辺地域総合開発推進事業「公・民・学連携によるまちづく

り」を進めていくための財源確保に向けて、金融機関の知見やネットワークを活用した

寄附募集を実施 

 

４ 平成30年７月豪雨災害における企業版ふるさと納税の活用事例 

 ⑴ 平成30年７月豪雨災害の概要 

   平成30年７月５日から８日にかけて降り続いた記録的な豪雨により、呉市内各所にお

いて土砂災害や河川の氾濫等が発生。人的被害や家屋被害、避難生活の長期化、主要幹

線道路やＪＲ呉線が被災したことによる通勤や通学への影響、観光客数の減少等、甚大

な被害が生じた。 
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 ⑵ 企業版ふるさと納税の適用に向けた経緯 

   株式会社ディスコから豪雨災害に対して寄附の申出があったことを受けて、地域再生

計画「住みたい行きたいまちづくり事業 ～平成30年７月豪雨災害からの復興に向けて

～」を申請し、取組みが本格化した。 

 ⑶ 対策事業の考え方 

   災害救助法が適用されると、全壊や半壊といった被災箇所への応急対策及び災害から

の復旧・復興に係る事業は国の支援対象となる場合が多い。一方で、一部損壊や床下浸

水等への支援を実施する必要があり、市単独事業による支援対象の拡大に当たり、企業

版ふるさと納税を財源として活用した。 

 ⑷ 寄附を活用した取組み 

  〇 定住者、移住者に向けた取組み 

  ・ 建物の被害状況に応じて市独自の災害見舞金を支給 

    ・ 借上げ住宅の提供対象の拡大 

    ・ 中古住宅購入者等への住宅取得費用の助成 

    ・ 臨時スクールバスや臨時バスの運行等の通勤支援 

  〇 観光分野における取組み 

   ・ 大和ミュージアムや南薫造記念館の改修 

   ・ 復興イベントやシティプロモーションの実施 

 

５ 現在、寄附募集に力をいれている事業 

〇 呉駅周辺地域総合開発推進事業 

  ⑴ 事業概要 

    平成25年に呉駅前のそごう百貨店が閉店し、長期間そのままとなっていたことから、

令和２年に呉市が跡地財産を全て買収。その土地を中心に、まちなか居住とスマートシ

ティの拠点形成を目指し、呉駅周辺の再開発を進めるもの。 

 ⑵ 寄附の使い道 

 ・ アーバンデザインセンター等、公・民・学連携まちづくりの活動拠点の整備資金 

 ・ 都市ＯＳの実現に向けた社会実験や、公共空間の有効活用に向けた社会実験、交通

まちづくりとスマートシティの実現に向けた交通社会実験等の、未来に向けた実験へ

の活動資金 

  ⑶ 寄附企業へのリターン（ＰＲ） 

   ・ 呉市長から感謝状を贈呈 

   ・ 企業名、企業概要、寄附に至った経緯等を市ホームページで紹介 

   ・ 呉市のイメージキャラクター「呉氏」とのコラボやロゴ使用の許諾 
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６ 今後の取組みや展望、課題 

 ・ 企業版ふるさと納税制度における税額控除の特例措置期間は令和６年度末までとなっ

ているが、国において延長に向けた動きがとられていることから、今後も引き続き活用

していく予定。 

 ・ 全国的に寄附の動きが活性化する中、数多くの地方公共団体が寄附募集に力をいれて

いるため、その中からどのようにして呉市を選んでいただくか考える必要がある。 

 

主な質疑 

 

Ｑ： 寄附を促すための取組みは。 

Ａ： 現在、幸町地区の文化ゾーン形成事業や呉駅周辺開発事業等、大規模プロジェクトを

実施する中、大和ミュージアムのリニューアルに続き、市役所前の川沿いの公園を活用

したウォーカブルなまちづくりにも取り組んでいる。これらの事業に関して、企業から

寄附を募っており、子育て支援、教育支援をはじめとする各分野において、企業の特性

に応じた事業選択肢を提案している。 

 

Ｑ： 市民の制度認知度は。 

Ａ： 普通のふるさと納税についての認知度は高いと考えているが、企業版ふるさと納税に

ついては、企業等の総務や経理担当者を除く市民の認知度はあまり高くないと認識して

いる。 

 

Ｑ： 今後の制度見直しに伴う対応は。 

Ａ： 国からはっきりとした答えはいただけていないが、制度を継続していく意向を持って

いるようなので、来年度も継続するものと想定し、取り組んでいる。 

 

Ｑ： 平成30年７月豪雨災害における地域再生計画が国から認定されるまでの期間は。 

Ａ： ７月６日に発災し、翌日７日に災害救助法の適用を受けた。11日に補正予算を編成し

始め、12日には最初の寄附があった。国には27日に相談し、翌日28日には申請の準備を

始めた。地域再生計画の事前協議は７月31日から８月30日にかけて行い、最終的に国か

ら地域再生計画が認定されたのは11月９日で、発災から約３か月後となった。 

 

Ｑ： 呉駅周辺地域総合開発について、駐車場の確保はどのように考えているか。 

Ａ： 呉駅西駐車場や近隣のコインパーキングの利用を想定している。 
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Ｑ： 呉駅周辺地域総合開発に深く携わる企業が、率先して企業版ふるさと納税を利用して

くれると、関係企業からの寄附につながると思うが、いかがか。 

Ａ： 現在そのような考え方は持ち合わせていないが、呉駅周辺地域総合開発の事業協力者

から、今後のアーバンデザインセンターの活動財源として、開発利益の一部を呉市に寄

附いただけると提案いただいているところ。 
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調査項目② スマートシティたかまつ推進事業について 
調査先：高松市 

 

調査日時等 

日時：令和６年11月14日（木） ９：00 ～ 10：30 

場所：高松市議会 

説明：総務局デジタル推進部デジタル戦略課 

    課長  横山 光弘 氏 

 

調査概要 

１ 調査対象事業の概要と調査目的 

  高松市は、市民全員がデジタル技術を活用でき、社会全体のＤＸを進めることで、誰も

が、どこからでも利便性を享受できる「スマートシティたかまつ」の実現を目指し、様々

な分野で取組みを行っている。 

特に、防災分野においては、水位・潮位データ等リアルタイムデータを収集し、市独自

のＩｏＴ共通プラットフォーム上で一元的に表示。システムを周辺自治体と共同利用する

ことで、早期の安全対策の実施や、災害時の広域的かつ迅速な情報共有が可能になる仕組

みを構築している。 

こうした取組みを、今後のデジタル化推進に関する議論の参考とするため調査を行った。 

 

２ 取組みの経緯 

 

   

平成28年 Ｇ７香川・高松情報通信大臣会合 

平成29年 「データ利活用型スマートシティ推進事業」採択 

スマートシティたかまつ推進協議会設立 

平成30年 ＩｏＴ共通プラットフォーム運用開始 

スマートシティたかまつシンポジウム2018 

令和元年 スマートシティたかまつ推進プラン策定 

スマートシティたかまつシンポジウム2019 

令和２年 ＩｏＴ共通プラットフォーム３市町共同利用開始 

スーパーシティ構想検討開始 

令和３年 「フリーアドレスシティたかまつ」コンセプト 

スーパーシティ構想提案 

令和４年 スマートシティたかまつ推進プラン（新）策定 

デジタル田園都市国家構想推進交付金事業（ＴＹＰＥ３） 

令和５年 デジタル田園都市国家構想交付金事業 

（ＴＹＰＥ２、地方創生推進タイプ） 
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３ 事業概要と取組み 

  〇 スマートシティたかまつ推進プラン（2022～2024） 

  ⑴ 実現の上で重要な４つの視点 

   ・ 多様な主体の出会いと協働を促進する仕組みづくり 

   ・ 市民ニーズに応じた行政サービスの効率的な提供 

   ・ 誰もがデジタル社会の恩恵を享受できる環境整備 

   ・ 持続可能で魅力的なまちづくり 

  ⑵ 防災分野における取組み 

   ・ 市内の水位・潮位センサーから取得した水位等のリアルタイムデータと、地図情

報等を組み合わせたデータの利活用を行うことで、早期の安全対策の実施や災害対

応の効率化を図る。 

   

 

 

 

 

 

 

     

   ・ ＩｏＴ共通プラットフォームに収集しているデータ等を利用し、市民が気軽に災

害リスクや避難所等の位置を確認することができる市民向け防災Ｗｅｂアプリケー

ション「たかまつマイセーフティマップ」を提供 

  ⑶ 観光分野における取組み 

    外国人観光客の動態をレンタサイクルの利用から分析し、施策展開を図る。 

  ⑷ 福祉分野における取組み 

    高齢者の見守りという観点からＩＣＴ活用を図る。企業との連携協定に基づいて、

呼吸や心拍等のバイタル情報が把握できるウェアラブルＩｏＴ機器を開発。「地域一

体型バーチャルケアによる介護予防推進事業」として、平成30年度、国から「ＩｏＴ

サービス創出支援事業」に採択された。 

 

４ 産学民官連携の仕組み 

 〇 スマートシティたかまつ推進協議会 

 ・ 平成29年10月に産学官民の多様な主体との連携を通じて、ＩｏＴ共通プラットフォ

ームを活用した、官民データの収集・分析による地域課題の解決を目指し、市長を会

長として設立 

   ・ 協議会内に分野ごとにワーキンググループを組織し、産学官民が連携して課題の整

理をし、実証事業を重ねながら社会実装を目指した取組みを実施 

  

リアルタイム情報等 

・水位・潮位データ 

・県防災情報との連携 

避難所の安全情報 

・停電監視 

・スマートフォンアプリ 

データの可視化 

高松市ダッシュボードで一元的

に可視化。 

 氾濫、高潮に対する減災対策や

住民に対するより正確な避難に対

する発令判断が可能。 

※災害対策本部でも活用 
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５ その他の取組み 

 ⑴ 市民の通報ツールの確保 

    市公式ＬＩＮＥから道路の損傷等の通報が可能 

 ⑵ デジタルデバイド対策 

    地域コミュニティ協議会が、地域の実情に応じてＩＣＴを活用した取組みや、デジタ

ルデバイド解消に向けた各種取組みを実施できる体制を構築し、円滑な活動をサポー

ト。地域のスマホ教室等を開催 

 ⑶ 高松市デジタル特命チーム（愛称：高松ＤＡＰＰＹ）の設置 

    高松市を含めた社会全体のデジタル化の実現を目的とし、庁内公募によって選ばれた

意欲的な職員が、組織や役職、前例にとらわれない、横断的な分野連携に向け活動 

 

主な質疑 

 

Ｑ： 事業にかかる費用とその費用対効果は。 

Ａ： ＩｏＴ共通プラットフォームの構築費用が約8,700万円で、その運営保守委託が毎年約

1,200万円。費用対効果としては、コスト面で示せるものはないが、河川の状況等が現場

に行かずともリアルタイムで安全に確認できるため、職員の安全性の確保や、判断の迅

速化といった効果は感じている。 

 

Ｑ： 事業における企業との関わりは。 

Ａ： 事業の中心はスマートシティたかまつ推進協議会であり、様々な企業に参加いただい

ているが、具体的な活動の中心であるワーキンググループはごく一部の企業の参加にと

どまっている。現状、市の課題に対して、新たなワーキンググループを組織する予算が

なく、協力的な企業からの費用の持ち出しにより、ワーキンググループを組織している

状況のため、目的意識の高い企業とのかかわりが中心となっている。 

 

Ｑ： たかまつマイセーフティマップの活用事例は。 

Ａ： たかまつマイセーフティマップは、市民の平時における災害対策ツールとして、利用

者の現在地における危険状況や避難経路の確認のため提供しているもの。ダウンロード

不要のＷｅｂ方式を採用しているため、利用状況の定量的な把握は難しい。 

今後の課題として、継続的な利用を促進するため、各種広報媒体を活用した周知活動

の強化が必要であると認識している。 

 

Ｑ： レンタサイクルにより収集したデータの利活用状況は。また、現在はデータ収集を中

断しているとのことだが、その理由と再開の予定は。 

Ａ： あくまで実証事業として行ったもののため、使用者の国籍による特性の把握にとどま

っており、具体的に市の観光戦略には活かせていない。 
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Ｑ： スマホ教室の実施体制や講師選定の考え方は。また、今後の展望は。 

Ａ： デジタルデバイド対策事業については、民間団体等に委託しており、派遣を依頼する

企業はコミュニティセンターとのヒアリングによって決定している。今後としては、地

域の中でデジタルに長けた人材を発掘し、学び合える環境づくりが進むことが望ましい

と考えている。 

 

Ｑ： 地域において、スマホ教室のスタッフ等になりうるスキルを持った方々によるデジタ

ルデバイドチームのようなものは編成しているのか。 

Ａ： 市としても将来的にデジタル応援団というものをつくっていきたいという考えはある

が、人材が育っていないというのが実情である。 

 

Ｑ： 高松市デジタル特命チームの活動状況や実績は。 

Ａ： 本年度は庁内公募により14名の職員が参加し、シェアリング等の各種テーマについて

チーム別検討を実施している。他のプロジェクトチームと異なり、事業提案にとどまら

ず、政策実現段階においても提案者をデジタル戦略課との兼務発令により事業化プロセ

スに参加させる体制を構築している。職員は本務を遂行しながら、時間外等を活用して

事業運営に携わっている。 

事業化された提案の例として「放課後ファクトリー」があり、現在３名が兼務発令を

受けている。 

参加職員の問題意識は高く、課題解決手法の検討を通じた人材育成の場としても機能

しており、今後も取組みを継続する方針である。  
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調査項目③ 全世代型防災教育事業について 
調査先：松山市 

 

調査日時等 

日時：令和６年11月14日（木） 15：00 ～ 16：30  

場所：松山市議会 

説明：防災危機管理部市民防災安全課 

    主幹  竹場  登 氏 

 

調査概要 

１ 調査対象事業の概要と調査目的 

   松山市は、産官学民が参画する「松山市防災教育推進協議会」と、愛媛大学防災情報研

究センターの協力で運営する「松山防災リーダー育成センター」を設置し、この２つの組

織を中心に、「世代に応じた防災教育」と「全世代・職域への防災リーダー育成」に取り

組むなど、小学生から高齢者まで途切れることなく防災学習を提供している。 

こうした取組みを、今後の防災・減災に関する議論の参考にするため調査を行った。 

 

２ 取組みの経緯 

 

３ 全世代型防災教育の推進 

  ⑴ 松山市防災教育推進協議会と防災リーダー育成センターの設立 

   ・ 松山市、愛媛大学、東京大学を中心に、様々な組織が参加する松山市防災教育推進

協議会を設立（防災士会、防災リーダークラブ、自主防災組織、商工会議所、高等学

校、松山大学、聖カタリナ大学、東雲女子大学、教育委員会など） 

   ・ 愛媛大学内に具体的な防災教育プログラムを開発、展開する松山防災リーダー育成

センターを設立 

  

平成26年～ 愛媛大学が「防災士養成講座」を開設 

平成27年～ 愛媛大学が単位と防災士資格を同時に取得できる「環境防災学講座」を

開設 

平成30年７月 平成30年７月豪雨災害発生 

平成30年10月 愛媛大学防災情報研究センターに松山市職員を派遣し、住民避難につい

て研究を開始 

平成31年３月 愛媛大学・東京大学と協定を締結し、両大学の高度な知見を活かした防

災教育や人材育成を実施 

令和元年５月 全ての世代・職域に防災教育を実践し、災害で１人の犠牲も出さない人

づくり・まちづくりのため、産官学民が連携する松山市防災教育推進協

議会を設立 
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評価 

改善・実践 

  ⑵ 両組織の関係性 

    防災教育プログラムの評価と実践のサイクルを確立 

                      

                         

 

 

  ⑶ 世代に合わせた防災学習 

    発達段階や職域に応じた防災プログラムで、小学生から高齢者まで途切れることなく

防災教育を実施 

 

    小中学生（自分を守り地域を守る）      

           ↓ 

    高校生（自分たちに何ができるか）     

           ↓ 

    大学生（一人ひとりがリーダーに） 

            

            

     地域・学校教員・企業・福祉・外国人（オール松山で全ての職業に防災教育を）   

 

  ⑷ 防災リーダー育成プログラム 

    全世代・職域で防災リーダー育成プログラムを展開 

   ・ 小中高校生       → ジュニア防災リーダークラブ 

   ・ 大学生         → 防災リーダークラブ 

   ・ 地域・学校・企業・福祉 → 防災エデュケーター 

 

 ４ 自主防災組織の現状と取組み 

  ・ 阪神・淡路大震災を契機に自主防災組織の結成が始まり、芸予地震を境に急激に結成

が進み、平成 24年８月に結成率 100％を達成 

  ・ 町内会や自治会と連携し、地域の防災訓練等により地域の防災力を高める役割を担っ

ている。 

  ・ 地域防災力の強化のため、松山市もコミュニティ助成事業により、自主防災組織の活

動を支援 

 

 ５ 防災士の養成 

   地域や企業の防災リーダー育成のため、平成 17 年から自主防災組織の推薦を条件に資格

に必要な経費を全額補助。防災士の数は令和６年 10 月現在全国一 

  

松山市防災教育推進協議会 松山防災リーダー育成センター 
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主な質疑 

 

Ｑ： 市民に対しての防災の意識調査は行っているのか。また、市民の防災に対する関心度

は。 

Ａ： 行っているが、「あなたの防災意識は高いですか。」という安直な設問はなかなか設

けられない。関心度については、家具の固定状況や非常持ち出し袋の準備等具体的な防

災対策の実施状況をみて総合的に測っているところ。本市は県内他市町と比較して、防

災への取組みが市民レベルでやや高い状況にあることや、防災士資格の認知度が高いこ

とから、防災に対する関心は総じて良好と認識している。 

 

Ｑ： 発災時の他部署との連携状況は。 

Ａ： 災害警戒対策本部事務局には各部局の副部長級職員及び担当職員を配置している。防

災担当部署と技術系部署の間では、長期にわたって関わりが継続されており、顔の見え

る関係が確立されているため、災害時には円滑な連携が可能となっている。 

 

Ｑ： 松山市外で発災した場合の県や近隣自治体との連携はどのようにするのか。 

Ａ： 愛媛県は県内市町村間の相互支援体制としてカウンターパートグループ方式を設けて

いる。平成30年７月豪雨災害時には、被害が比較的軽微であった本市から、甚大な被害

を受けた大洲市、西予市、宇和島市方面への支援、また新居浜市等の東予地域からの応

援派遣等、事前に定められた体制に基づく広域支援が実施された。 

そのため、県の主導により、災害時の支援体制が制度化され、円滑な広域連携が可能

となっている。 

 

Ｑ： カウンターパートグループ方式により、被災地に十分なマンパワーを投入できないと

いった問題は起こるのか。 

Ａ： 県庁も歩いて行ける範囲にあり、顔が見える関係になっていることから、本市のマン

パワーについては県も把握している。そのため、十分なマンパワーを投入することは可

能と認識している。 

 

Ｑ： 自主防災組織の結成率向上の要因は。 

Ａ： 市の防災体制は、当時消防局が担当し、防災災害対策本部も市役所から２ｋｍ離れた

消防局に設置されていたが、東日本大震災を契機に市役所へ移管された。 

消防局では、自主防災組織の結成に対する表彰制度を設け、消防局長の指示により職

員主導で結成が進められた。そのため、基本的には要請ではなく、消防署主導による積

極的な働きにより結成が進んだものである。 
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Ｑ： 自主防災組織の結成率が100％とのことだが、町内会の加入率は。 

Ａ： 担当部ではないため明確にお答えできないが、自主防災組織の会議では町内会未加入

者の増加が問題として取り上げられており、本市としても課題であると認識している。 

 

Ｑ： 防災士の育成に対する意識に地域差があると感じている。松山市において防災士育成

制度の導入が進んだ要因をどのように分析しているのか。 

Ａ： 当初、市内で４名の防災士育成を目指し予算要求を行ったが、当時の市長の判断によ

り年間200名規模の育成計画へと大幅に拡大された。この市長の英断により、本市の防災

士育成事業が本格的に開始されたもの。 

現在、当時の市長は愛媛県知事として同様の施策を県レベルで展開しており、その結

果、愛媛県は都道府県別の防災士数において東京都を上回り、全国トップとなっている。 

 

Ｑ： 公助の限界が指摘される中、共助を醸成するための考えは。 

Ａ： 能登半島地震の被災地である輪島市に応援で赴いた際、行政職員が避難所を運営し、

市民はいわゆるお客様状態になっている姿を目撃した。配食や施設管理等行政職員によ

る過度な支援は避難者の自立を妨げる可能性があることを再認識したところ。 

今後も、自主防災組織の能力強化に注力しつつ、避難所の自主開設から避難者による

自主運営体制の確立を目指し、理想的な運営モデルの浸透に向けた取組みを継続してい

く。 

 

Ｑ： 松山市マイ・タイムライン防災アプリの導入費用と導入後の市民からの反応は。 

Ａ： 事業費は総額約1,100万円で、デジタル田園都市国家構想交付金を活用して導入した。

ランニングコストは年間約330万円。現在のダウンロード数は約17,000件に達している。 

主な機能として、マイ・タイムライン作成支援、グーグルマップ連携による避難所経

路案内、グループＳＯＳ機能（事前登録者間での位置情報共有）等を実装している。登

録ユーザーからは一定の評価を得ており、記録的短時間大雨情報発令時にも活用されて

いる。 

また、市外在住者向けに、松山市内の災害リスク情報や被害情報の提供も行っており、

市外に住む親族による安否確認等にも活用いただいている。 
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調査項目④ 災害ケースマネジメントに関する取組みについて 
調査先：大洲市 

 

調査日時等 

日時：令和６年11月15日（金） ９：30～11：00  

場所：大洲市議会 

説明：市民福祉部社会福祉課 

    課長   福住 重雄 氏 

    課長補佐 畦  幸治 氏 

   総務部危機管理課 

    課長補佐 小泉 貴司 氏 

    係長   井上 裕樹 氏 

   社会福祉協議会地域福祉部地域支援課 

    課長   山下 誠二 氏 

   社会福祉協議会総務福祉部総務福祉課 

    課長   黒江 雄一 氏 

   

調査概要 

１ 調査対象事業の概要と調査目的 

 大洲市は、平成30年７月豪雨災害において、愛媛県主導により地域支え合いセンターを立

ち上げ、個別訪問や見守り、相談支援等を行ったほか、支援主体間の情報共有や連携を図る

など、被災者の自立・生活再建の早期実現や地域社会の活力維持に貢献した。 

こうした取組みを、今後の防災・減災に関する議論の参考にするため調査を行った。 

 

２ 平成30年７月豪雨災害における被災状況と初動対応 

 ⑴ 被害状況 

  ・ 人 的 被 害：死者５名（うち災害関連によるもの１名）、行方不明者１名 

  ・ 住 宅 被 害：全壊393棟、大規模な半壊524棟、半壊1,137棟 

  ・ 浸 水 面 積：約1,372ヘクタール 

  ・ 被災事業所：967事業所 

 ⑵ 初動体制の確立 

  ・ ７月７日：発災し避難者が175名発生 

  ・ ７月10日：大洲市社会福祉協議会により災害ボランティアセンターの運営開始 

  ・ ７月～11月：延べ8,012人のボランティアが活動 
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３ 取組みの展開 

・ ８月上旬に愛媛県が大洲市に地域支え合いセンターの設置を決め、10月に被災世帯で

ある2,507世帯を対象に、大洲市社会福祉協議会（以下、「市社協」という。）が運営を

受託し支援活動を開始 

・ 市社協は平成27年度より生活困難者自立支援事業を受託しており、そのノウハウを活

用し支援を展開 

・ 被災者の見守り・安否確認から生活再建支援へと段階的に移行 

・ 支援主体間の情報共有を図るための「大洲市地域支え合いセンター連携会議」や支援

困難事例の情報共有や対応を協議するための「個別支援会議」等を実施 

 

 ４ 取組みの特徴・効果 

  ・ 関係機関との連携により、被災世帯や被災地区の情報整理を進め、その情報を可能な

限り地図システム上に落とし込み、緊急度や優先度が高いと判定した世帯の訪問頻度等

の優先度を決定するなど、支援対象の見える化により、より円滑な情報共有が可能とな

った。 

  ・ 地域支え合いセンターの職員が個別訪問を行うことにより、被災者との良好な関係が

構築でき、結果的に応急仮設住宅内のコミュニティづくり等につながった。 

・ 行政のマンパワーが限られる中、被災者支援に係る情報の広報、周知活動の補完とし

ての役割も果たし、被災者生活再建支援金等の支給手続漏れの防止につながった。 

 

５ 取組みの反省点・改善点 

 ・ 各部局で個別にデータベースが作成されたため、被災者情報の一元管理が難しく、効

率的な情報共有ができなかったことから、統合的な情報管理システムの整備が必要 

  ・ 被災直後に支援人材として臨時に採用した職員の多くは福祉的知識や経験が不足して

いたことや、中間支援組織の不在による専門的な支援員の不足により、支援の質の低下

が発生したため、支援体制の構築と人材確保について、平時からの体制整備が必要 

・ 被災者、地域支え合いセンター、行政の３者間での効果的な関係構築ができず、支援

センターと行政との役割分担も曖昧だったことで、支援の重複や漏れが発生したことか

ら、平時からの関係構築と明確な役割分担の確立が必要 

・ 今回は比較的限定的な地域での水害であったが、将来起こりうる広域災害では被害が

点在する可能性が高いため、孤立地域への対応としてＩＴ技術やドローン等の新技術の

活用が必要 
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主な質疑 

 

 Ｑ： 地域防災計画における災害ケースマネジメントの位置づけは。 

 Ａ： （大洲市回答）現在の地域防災計画においては、災害ケースマネジメントという形で

の明確な位置づけはなされていないが、ボランティアセンター等との連携については計

画内に記載があり、災害時の連携体制について、一定の枠組みが示されている。 

 

 Ｑ： 支援の優先順位に対して被災者からの不満の声はなかったのか。 

 Ａ： （市社協回答）不満の声は特になく、むしろ個別訪問等手厚く支援してくれることに

対する驚きや感謝の声が多かった。地域支え合いセンターの設置時は怪しまれたりした

が、活動をしていく中で顔が見える関係になっていったことが要因と考える。 

 

 Ｑ： 市民に対し、火災保険や車両保険等の申請手続きの支援は行ったのか。 

 Ａ： （市社協回答）生活再建を進めていく中で、保険等の申請手続きについては相談員が

ヒアリングの中で個別に対応したところ。また、相談員からの周知により国の被災者生

活再建支援制度の活用も進んだ。 

 

 Ｑ： 被災を経験して、福祉部局と危機管理部局の連携は変化したのか。 

 Ａ： （大洲市回答）被災後は、重層的支援体制の整備に向けて、複数の課が個別に対応す

るのではなく、一つの窓口で複合的な対応を可能にする体制づくりを目指して、各部局

一層連携を強化している。 

 

Ｑ： 被災に備え、様々な団体やボランティアがすぐに支援にあたれるような体制は構築し

ているのか。 

 Ａ： （市社協回答）被災時は、市社協のみで対応することが困難なため、協定に基づき県

内の社協職員からの応援を得て、災害ボランティアセンターの運営にあたることができ

るよう体制を構築している。ボランティア等の円滑な受け入れのため、平時から運営の

中核スタッフ養成研修を実施し、災害支援のノウハウを学びスキルアップを図ってい

る。 

 

 Ｑ： 現在、要援護者等の情報共有はどのように図られているのか。 

 Ａ： （大洲市回答）現在、福祉部局と危機管理部局が連携し、要援護者の名簿を更新しな

がら、個別避難計画を策定している。市社協と共有できるデータベース等は構築してい

ないが、協定により必要な情報を互いに提供し合える環境が整っている。 
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 Ｑ： 情報管理の課題解決に向けた取組みの進捗状況は。 

 Ａ： （市社協回答）効率的な情報共有のため、県としては、被災者台帳等のデータ管理シ

ステムの構築を目指す動きがあったが、現在の進捗状況は十分に把握できていない。こ

のシステム構築には危機管理部局と福祉部局との連携が必要となっており、県内での調

整が行われているものの、時間の経過とともに状況が不明確になってきている。 

一方、社会福祉協議会では、独自のシステム導入について検討を進めている。他の市

町村の社会福祉協議会ではすでにサイボウズのｋｉｎｔｏｎｅ等のサービスを活用して

いる事例があるため、このような事例を参考にしつつ、状況に応じて柔軟にカスタマイ

ズできるシステムの導入を検討していく方針である。 

 

 

 

 


